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は じ め に 

 

当センターは、平成２７年４月に宮城県原子力センターから宮城県環境放射

線監視センターに名称を変え、場所も女川町内から仙台市宮城野区幸町に移し、

業務を開始してから４年間が経過しようとしています。管轄地域も女川原子力

発電所周辺地域から宮城県内全域に範囲を広げ、環境放射線及び環境放射能の

測定を実施しているところです。 

東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の影響で上昇した県内の空間放射線量

等は、事故後約８年が経過し、一部を除き、概ね同事故前のレベルまで低下し

てきています。 

女川原子力発電所周辺地域の監視測定については、東日本大震災の津波によ

りモニタリングステーション７局中４局が全壊しましたが、その後、復興公営

住宅の整備状況を勘案しながら設置場所の選定を進め、平成３１年３月末まで

にモニタリングステーション４局を再建することができました。 

また、環境試料の採取は、東日本大震災の影響で従来の地点から変更するこ

とが避けられず、暫定的に場所を変えて行ってきましたが、農作物の耕作及び

海産物の養殖再開等を受け、現状に合わせた形に測定基本計画等を改正し、来

年度からその計画に基づき監視測定を実施することとしております。 

女川原子力発電所の状況は、１号機が平成３０年１２月２１日付けで廃止さ

れ、今後、廃炉に向けた手続きを経て、施設の解体等が行われることになりま

す。 

平成２５年１２月に申請された同２号機の新規制基準適合性審査については、

国による審査が継続して実施されている状況です。 

このたび、平成２９年度に実施した当センターの業務の成果を取りまとめ、

「宮城県環境放射線監視センター年報第３巻」として発刊しましたので、広く

県民及び関係者の方々に御高覧をいただき、参考にしていただければ幸いに存

じます。 

 

平成３１年３月 

宮城県環境放射線監視センター 

所 長  安 藤 孝 志 
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Ⅰ 宮城県環境放射線監視センター概要

１ 所在地

宮城県仙台市宮城野区幸町四丁目７－１－２

旧原子力センター

東北電力(株)

女川原子力発電所

環境放射線監視センター

図－１ 位置図

２ 組織及び名簿（平成２９年４月１日現在）

職名（担当） 氏 名 配属年月日

所 長 安 藤 孝 志 H 29. 4. 1

次長（総括担当兼班長） 髙 橋 正 人 H 28. 4. 1

庶務担当 次長（庶務担当） 八木田 達 也 H 27. 4. 1

主 査 工 藤 孝 夫 H 26. 4. 1

主 査 鈴 木 稔 H 27. 4. 1

監視測定班 上席主任研究員 伊 藤 節 男 H 26. 4. 1

研究員 木 村 昭 裕 H 25. 4. 1

研究員 石 幡 茜 H 28. 4. 1

技 師 畠 山 紀 子 H 26. 4. 1

技 師 高 群 富 貴 H 27. 4. 1

技 師 小笠原 一 孝 H 29. 4. 1

環境放射線・放射能測定評価 石 川 陽 一 H 24. 4. 1
技術指導員
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３ 決 算（平成２９年度歳入歳出決算書）

（１）歳 入 単位：円（平成３０年５月３１日現在）

科 目 決 算 額 摘 要

10 財産収入 1,500

01 財産運用収入 1,500

01 財産運用収入 1,500 電柱敷地等

14 諸収入 142

06 雑入 142

05 雑入 142 雇用保険返還金

合 計 1,642

（２）歳 出 単位：円（平成３０年５月３１日現在）

科 目 決 算 額 摘 要

（通常予算）

02 総務費 190,476,159

01 総務管理費 9,460

02 人事管理費 9,460

10 生活環境費 190,466,699

01 生活環境総務費 718,839

07 環境放射能監視測定費 189,747,860 環境放射能監視測定事業

合 計 190,476,159

４ 主要設備・機器（重要物品） 平成３０年３月３１日現在

区分 名称 メーカー・型式等 数量 取得年度 備考

1 環境放射線測定装 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・ACE- ３台 H11 女川局，小屋取局，
置（線量率測定演 451 寄磯局撤去品
算部）

監 2 ダスト・ヨウ素モ 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・DMS- １台 H12 予備機
視 ニタ R41-21087
・
測 3 電離箱式放射線監視 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・RIC- ３台 H12 女川局，小屋取局，
定 装置 388 他 寄磯局撤去品
用

4 標準線量計 ポニー工業㈱・AE-1326 １台 H17
他

5 ダスト・ヨウ素サ 応用光研工業㈱・ １台 H18 女川局
ンプラー S-2766

6 蛍光ガラス線量計 AGCﾃｸﾉｸﾞﾗｽ㈱・FGD-252 １台 H19
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区分 名称 メーカー・型式等 数量 取得年度 備考

7 可搬型モニタリン 応用光研工業㈱・HND- ６台 H23 尾浦局，渡波局，
グポスト 304A 他 塚浜局，大原局，

鮎川局，予備

8 可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ 応用光研工業㈱・FC- １式 H23

データ処理装置 S21W 他

9 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｹﾞﾙﾏﾆｳﾑγ ｾｲｺｰ･ｲｰｼﾞｰｱﾝﾄﾞｼﾞｰ㈱・ １台 H23

線核種分析装置 Trans-SPEC-DX-100T 他

10 広域モニタリング 富士電機㈱・アルミサ 10式 H24 石巻稲井局，
ステーション ンドイッチパネル 他 雄勝局，河南局，

河北局，北上局，
11 電離箱検出器 富士電機㈱・NCE207K 10式 H24 鳴瀬局，南郷局，

涌谷局，津山局，
志津川局

監 12 固定型モニタリン 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・MAR- ７台 H24 環境放射線監視セ
視 グポスト 22 他 ンター，合同庁舎
・ （大河原，大崎，
測 栗原，登米，石巻），
定 気仙沼保健福祉事
用 務所（放射能水準

調査用）

13 高純度ゲルマニウ ｾｲｺｰ･ｲｰｼﾞｰｱﾝﾄﾞｼﾞｰ㈱・ １台 H24 放射能水準調査用
ム半導体検出器 GEM25型 他

14 自動液体濃縮装置 ㈱星理科学器械・ １式 H24
ﾏﾝﾄﾙﾋｰﾀｰ他

15 気象測器（風向風 小笠原計器㈱・WS-BN6 １式 H25 女川局

速発信器 他） 他

16 ゲルマニウム半導 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・DSM- １台 H26 寄磯局
体検出器ダストヨ R41-22843
ウ素モニタ １台 H27 小屋取局

17 低バックグラウン 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・LBC- １台 H26
ドベータ線自動測 4202B
定装置

18 消臭･脱煙装置付 ㈱東京技術研究所･TFF ２台 H26
き電気炉 80-C

19 消臭･脱煙装置 ㈱東京技術研究所･VM-B ３台 H26

20 低線量率測定装置 ASM-1465 ７台 H29 女川局，小屋取局，
寄磯局，再建4局

21 電離箱式検出器 RIC-338 ７台 H29 女川局，小屋取局，
寄磯局，再建4局

22 電離箱式検出器収 OVN-R41-23078 ３台 H29 女川局，小屋取局，
納筐体 寄磯局

23 電離箱式検出器収 OVN-17 ４台 H29 再建4局
納筐体

24 高線量率測定装置 ASE-1452 ７台 H29 女川局，小屋取局，
寄磯局，再建4局
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区分 名称 メーカー・型式等 数量 取得年度 備考

25 γ線標準照射装置 ポニー工業㈱・PSR-102M １台 H22

S型

26 高純度ゲルマニウ ORTEC(ｾｲｺｰ･ｲｰｼﾞｰｱﾝﾄﾞｼﾞ １台 H23 電気冷却式，サン

ム半導体検出器 ｰ㈱)・GMX25P4-70-RB-B プルチェンジャー

他 付き

27 Ge半導体検出器用 ｾｲｺｰ･ｲｰｼﾞｰｱﾝﾄﾞｼﾞｰ㈱･ １台 H26
予備電気冷却装置 CFG-X-COOL-Ⅲ-115

28 ICP発光分光分析 ｻｰﾓﾌｨｯｼｬｰｻｲｴﾝﾃｨﾌｨｯｸ㈱ １台 H26
装置 ･iCAP7000ｼﾘｰｽﾞ

29 マイクロ波試料前 ﾏｲﾙｽﾄｰﾝｾﾞﾈﾗﾙ㈱･ETHOS １台 H26
監 処理装置 UP
視
・ 30 低バックグラウン 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・LSC- １台 H26
測 ド液体シンチレー LB 7
定 ションカウンター
用

31 ハンドフットクロ 日立ｱﾛｶﾒﾃﾞｨｶﾙ㈱・MBR- １台 H26
ズモニタ 201H

32 ゲルマニウム半導 １台 H29
体検出器用大型遮
蔽体

33 半導体検出器(GEM GEM25-70 １台 H29
型）

34 検出器冷却用液体 MOBIUS １台 H29
窒素凝縮装置

35 オートサンプルチ １台 H29
ェンジャー付き鉛
遮蔽体

36 解析用ソフトウェ Gamma Station １式 H29
ア

37 検体採取車 トヨタハイエース， １台 H23
2690cc

38 移動観測車 スバルフォレスター， １台 H23 NaI検出器(ｽﾍﾟｸﾄ
1990cc ﾙ解析可)搭載

39 ＭＳ点検車 ホンダフリードスパイ １台 H26
ク，1490cc

広 1 可搬型モニタリン 応用光研工業㈱・HND- ２台 H23 丸森局，白石局，
報 グポスト 304A 他

2 可搬型モニタリン 応用光研工業㈱・HND- １台 H23 山元局
グポスト 304A 他

そ 1 原子力防災用車輌 トヨタアルファードハイ １台 H24
の ブリッド
他
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図－２ 環境放射線監視センター配置図

図－３ 放射線測定装置配置図

10km

30km

◎女川原子力発電所周辺監視
周辺モニタリングステーション（３局）
広域モニタリングステーション（１０局）
周辺設置可搬型モニタリングポスト（５局）

周辺モニタリングステーション 広域モニタリングステーション

周辺設置可搬型モニタリングポスト

◎福島第一原子力発電所事故対応
県南地区設置可搬型モニタリングポスト（３局）
水準調査用固定型モニタリングポスト（７局）
規制庁設置可搬型モニタリングポスト（３０局）

県南地区設置
可搬型モニタリングポスト

水準調査用
固定型モニタリングポスト

規制庁設置
可搬型モニタリングポスト

北
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５ 学会発表等の要旨 

2016（平成 28）年度 

（１）第 17回環境放射能研究会、つくば市、2017.3.8-10 

題目：宮城県における福島第一原子力発電所事故による放射能及び放射線影響 

発表者：石川陽一、高群富貴、木村昭裕、佐藤健一、榧野光永 

要旨：2011 年に起きた福島第一原子力発電所事故によるガンマ線線量率、積算線量及び環

境試料中放射能における影響を評価した。事故前のバックグラウンド線量率が未知の場合

でも、NaI(Tl)検出器のスペクトル解析によって放射性セシウム寄与分を分離評価した。事

故後、仙台市における 137Cs降下量は大幅に増加し、また松葉、ヨモギ葉及び海藻（アラメ）

においても、137Cs濃度は数十倍から数桁程度増加した。海水とアラメ中の 137Cs濃度の環境

半減期は、事故前と後とでそれぞれ約 20年及び約 1年程度であった。 

 

2017（平成 29）年度 

（１）第 61回放射化学討論会、つくば市、2017.9.6-8 

題目：宮城県陸域における福島第一原子力発電所事故の放射能影響 

発表者：石川 陽一、高群 富貴、畠山 紀子、新井 康史、髙橋 正人、安藤 孝志 

要旨：2011 年の福島第一事故によって、137Cs 降下量は事故前の約 0.1 Bq/m2 以下から約

10,000 Bq/m2に大幅上昇し、土壌中インベントリーは事故直前の約 100-200 Bq/m2から約 2

桁程度上昇した。指標植物中の 137Cs濃度も事故前の約 0.1-1 Bq/kg (生重量)から約 2桁程

度上昇した。降下物中の 137Cs放射能を蒸発残渣量及び浮遊塵中 137Cs放射能と比較検討した。 

 

（２）日本原子力学会 ２０１７年秋の大会、札幌市、2017.9.13-15 

題目：空間γ線線量率測定方法変更に伴う人工放射性核種寄与分の推定方法について 

発表者：木村 昭裕、石幡 茜、伊藤 節男、石川 陽一、髙橋 正人、安藤 孝志 

要旨：空間γ線線量率測定において、人工放射性核種の影響を高感度で検出する目的で

NaI(Tl)検出器下方に鉛遮へいを設置していたが、沈着した放射性セシウムの影響を正確に

推定するために取り外した。このことがγ線スペクトル解析による人工放射性核種寄与線

量率評価に与える影響を調べた。 

 

（３）第 18回環境放射能研究会、つくば市、2018.3.14-16 

題目：宮城県沿岸の海生生物中に検出される特異的な放射性核種（110mAg, 131I）濃度の経年

変動 

発表者：石川陽一、高群富貴、畠山紀子、新井康史、髙橋正人、大倉 靖 

要旨：宮城県沿岸海域のマガキに検出される微量の 110mAgの起源として第 26回中国核実験、

チェルノブイリ事故及び福島第一原発事故が考えられた。その生態学的半減期は約 0.35- 

0.56年で、物理学的半減期（0.68年）を考慮して海水中の 110mAgの移流・拡散に起因する

半減期を試算したところ、0.7-3.2年という比較的短い結果が得られた。2006年以降のア

ラメ中 131I濃度は、天然の 40Kに比べれば微量であるが、約 0.5 Bq/kg（生重量当たり）以

下の値で継続的に検出されている（福島第一原発事故直後を除く）。近年、宮城県も含めて

全国的に下水汚泥中に継続的に 131Iが検出されており、このこととの関連が考えられた。 
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Ⅱ 論 文



褐藻類アラメにおける 137Cs と 40K の濃度の藻体内分布と経時変動 

及び濃縮係数 

 

石川陽一、小笠原一孝、高群富貴、畠山紀子、新井康史*、阿部郁子** 

髙橋正人、安藤孝志 

 

福島第一原子力発電所事故後の宮城県において、褐藻の一種であるアラメ中の 137Cs と 40K

の濃度の藻体内分布と経時変動及び濃縮係数を調べた。2012 年 8 月と 11 月の牡鹿半島西

方及び 2012 年 11 月の牡鹿半島北方において、アラメ茎中 137Cs 濃度は葉部に比べて約 10

倍程度高く、顕著な部位間差が認められた。40K については大きな部位間差はみられなかっ

た。1 カ所から採取されたアラメ葉部混合試料内でも、まれに 137Cs 濃度の顕著な不均一が

認められた。濃度の季節変動は 40Kでは顕著に認められたが、137Csでは認められなかった。 

 

Ⅰ はじめに 

 

宮城県では関係機関の間で定めた測定計画に基づいて1981年から女川原子力発電所周辺で環境放射能モ

ニタリングを行っており、環境汚染を反映する指標海産生物の一つとして、海藻のアラメ（Eisenia bicyclis）

を用いている。アラメは褐藻類に属するコンブ目コンブ科の一種で 1)、寿命が約 3-7 年程度の多年生であ

り、潮間帯から水深数 m の岩上に生育する 2)。ワカメなどに比べると茎と葉が丈夫で海上が悪天候の際に

も流失しにくく、海藻の中では広域で四季を通じて比較的採取しやすいため測定対象としている。 

宮城県において、2006 年度以降は、アラメ中に微量に検出される 131I のモニタリング強化のために測定

場所数と頻度を増やして測定を実施している 3)。これまでに 1980 年以前の過去の大気圏内核実験や 1986

年の旧ソ連チェルノブイリ原子力発電所事故、2011年の福島第一原子力発電所（FDNPP）事故等に由来する
137Cs などの核種のほか、医療由来と推定される極微量の 131I なども検出されている 3)。一般に、ワカメや

コンブなどの海藻の放射能モニタリングにおいては、通常、可食部の葉が測定対象とされる。あまり食用

には供されないアラメについても同様で、宮城県のモニタリングにおいても葉部を用いている。我が国で

は、これまでに海藻体内の濃度不均一については大きな注意が払われておらず、国が定めた測定法にも明

確な注意書き等の記載はない 4)。FDNPP 事故由来の海藻中 137Cs

についても既に多くの報告があるものの 5-8)、部位間濃度差等

には言及されていない。しかし、同事故後の宮城県において、

海藻試料を分割して生のまま測定する方法（迅速法）と灰化

後に測る方法（灰化法）とで 137Cs 濃度にかなりの程度の食い

違いが生じる場合があった 9)。図 1 にその例を示す（図 2 の

場所 aの場合）。この現象は、海藻体内又は複数の海藻間の濃

度不均一に起因すると考えられたため調べる必要が生じた。

一方、海産生物の放射能モニタリングにおいては濃度の季節

差や地域差などの特性を把握することも重要であるが、特に

前者の季節変動に関する報告は極めて少ない。 

本研究は、アラメにおける FDNPP 事故後の 137Cs濃度及び天

然の 40K 濃度の体内分布と経時変動傾向を明らかにすること

により、今後の環境放射能モニタリングに役立つ知見を得ることを目的とする。 

 

* 現在、宮城県原子力安全対策課   ** 現在、宮城県大崎保健所 

図 1 灰化法と迅速法によるアラメ（葉

部）の 137
Cs 濃度の比較例（文献 9)

のデータより作成）. 

計数誤差：ほぼ記号サイズの範囲

内.  
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Ⅱ 方 法 

 

アラメ試料の採取は図 2 に示す 3 カ所の沿岸海域で定期的に行った。約四半期毎に女川原子力発電所放

水口付近（場所 c）のほか、対照用として女川原子力発電所から 10 km 以上離れた牡鹿半島西方（場所 a） 

と北方（場所 b）の海域でも採取した。採取に当たっては成長年齢を区別せず、外部機関に委託して主に潜

水法により１回当たり約 10-20 kg 程度（根元から先の個体約 10から 20本程度）を採取した。図 3にアラ

メの模式図を示すが、根の部分（付着器）より上の部分を採取した。後述のように、通常測定用には葉部

のみを、部位別測定用には茎の部分も使用した。表 1に、アラメの採取場所毎に採取年月日及び 137Cs と 40K

の放射能濃度のデータを示す。場所 c においては海水試料（表層）も採取しており、表 2 と表 3 に採取年

月日とともに 137Csと 40Kのそれぞれの放射能濃度を示す。 

放射能測定用アラメ試料は以下のように調製した。通常の試料は、葉部全体を数 cm 程度に裁断して大き

な容器にひとまとめにして混合し、生のまま測定する試料（迅速法）と灰化して測定する試料（灰化法）

に分けた。迅速法試料は生試料約 3 kg程度を粉砕機（ロボクープ R-8E）によって一度に微粉砕し、2 Lマ

リネリビーカーに充填、秤量した。灰化法試料は約 110℃で約 1昼夜乾燥後、約 450 ℃で約 1 昼夜灰化し、

混合後、灰数十 g を U8 型容器に充填して秤量した。別途、葉部灰中 137Cs 不均一分布も検討したが、その

場合は同一試料の灰を 3又は 4個に 3段階に分けて U8 容器に充填し、秤量した。一方、一部の期間につい

ては、茎の部分を小型ミキサーで粉砕し、容量 250 mL のポリエチレン製容器に充填し、秤量した。 

海水中の 137Cs の分析は文部科学省測定法シリーズ No.131)に基づいて行い、リンモリブデン酸アンモニウ

ムによって 137Csを捕集後乾燥し、U8型プラスチック容器に充填して測定試料とした。海水の 40K測定は直

接法で行い、試料水を 2Lマリネリビーカーに充填し、測定試料とした。 

放射能測定には相対効率約 25%の Ge 半導体検出器を主として用い、通常は 1回当たり 8万秒測定した。
137Cs 濃度が低い一部の試料については、測定時間を 30 万秒程度まで延長、または相対効率約 40%の検出器

を用いて測定を行った。検出器の効率は、日本アイソトープ協会を通じて入手した既知量の約 10種類の放

射性核種を含む標準試料により校正した。表 1-表 3のほとんどの放射能濃度データは文献 9)に記載されて

いる。また、図表に記載されている誤差は全て放射能測定時の計数誤差（標準偏差）を示す。 

なお、東日本大震災による測定施設被害のため、2011-2015年度の多くの試料処理と 2011-2012 年度の放

射能測定は外部機関に委託した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

Ⅲ 結果及び考察 

 

3.1 アラメ葉部と茎における 137Cs と 40K 濃度の部位間差 

図 4（A）は、表 1 に示すデータのうち、アラメの葉部と茎の両方のデータが得られた場合の部位別 

図 2  アラメと海水の試料採取 

場所 

a: 牡鹿半島西方 

b: 牡鹿半島北方 

c: 女川原子力発電所放水口付近 

★: 女川原子力発電所位置 
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137Cs 濃度を比較した結果である。濃度単位

は生重量 1 kg当たりの Bq数で表した。場

所 aでは 2012年の 8月と 11月の 2回とも

両部位間に顕著な濃度差がみられ、葉部よ

りも茎の方が約一桁高かった。2012 年 11

月の場所 bにおいて、137Cs濃度自体は場所

a よりも低かったが、やはり葉部よりも茎

の方が約一桁高かった。図 4（B）に同じ葉

部と茎試料の 40K 濃度の比較結果を示す。
40K の場合は葉部よりも茎の方が高めであ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 アラメの模式図 
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ったが 137Csほどの大きな違いはみられなかった。

なお、場所 c においては茎に 137Cs が検出されなか

ったのでデータを省いた。 
137Csにおける葉部と茎間の顕著な濃度差の原因

は、部位による核種取込・生理活性に関連がある

と考えられる。過去にアラメ中の放射性セシウム

濃度の部位間差の報告はみられないが、桐原ら 10)

はアラメと同じコンブ科のツルアラメ（Ecklonia 

stolonifera）における 137Cs 等の添加実験から、

成葉から茎を通り匍匐枝を通って幼葉に移動する

転流があると述べている。Carlson & Erlandsson 
11)は 1984年におけるヒバマタ目の褐藻

（Fucsvesiculosus）について 137Cs等の部位別濃

度を報告しているが、葉部と茎間にあまり大きな

濃度差はなかった。Floc'h 12)によるとコンブ目海

藻では葉部の成長帯（茎に近い下部）及び付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

誤差は計数誤差. 

 

表 2 場所 c における海水中 137Cs 濃度 

表 3 場所 c における海水中 40K 濃度 

誤差は計数誤差. 

 

図 4 アラメの葉部と茎間の灰化法による
137

Cs (A) 及び
40

K (B) 放射能濃度比較. 

元のデータは表 1に記載. 誤差は計数誤差. 
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着器の方向に髄層を通って物質が移動するとされる。吉崎 13)は、アラメには植物における師管に相当する

細胞があり、葉部から茎や根に栄養分を運ぶ働きがあると示唆している。石井ら 14)はアラメの葉部や茎内

で鉄などの金属元素濃度に分布差があることを報告している。以上のような先行研究からは、アラメ内の
137Cs の濃度分布差の明確な説明はできない。しかし、海藻体内では明白に物質移動があると考えられ、葉

部と茎間のみでなく、葉部内でも部位によって放射性核種濃度に分布差が生じうるものと考えられる。す

ると、多数本のアラメの葉部のみを多量に用いた場合、濃度不均一によって片寄りが起きる可能性がある

が、このことについては後述する。なお、茎の 40K 濃度が葉部よりも少し高めなのは、濃度不均一のほかに、

葉部よりも丈夫で固く密度が高いことも一つの理由であると考えられる。 

 

3.2 アラメ葉部における 137Cs 濃度の不均一性 

図 1 と方法の項で述べたように、多数のアラメ個体の葉部を刻んで混合した場合でも、時々、137Cs 濃度

に分布差がみられる。そこで、2017 年 11 月 14 日に場所 c で採れたアラメ葉部（生重量 3.48 kg、灰

重量 179 g）にそのような兆候がみられたため、詳しく調べた。表 4 は灰試料の分割方法を示してい

る。灰試料の大部分を使って 3 個の測定試料 A から C（1 次分割）を作って放射能を測定したところ、

図 5 (ⅰ)に示すように、A の 137Cs濃度（Bq/kg 生）がほかより 5倍程度高かった。一方、同図(ⅱ)に示す

ように 40K 濃度には違いがなかった。次いで、Aを A-aから A-d に 4分割（2次分割）して測定したところ、

図 6 (ⅱ)に示すように、A-d がほかより 10 倍程度高くなった。更に A-dを A-d-aから A-d-dまで 4分割（3

次分割）して測定したところ、A-d-d がほかより 40 倍程度高くなった。この理由としては、高濃度 137Cs

粒子の存在が強く示唆される。FDNPP 事故後、福島県や近隣の地域において、陸上では大気浮遊塵 15)や土

壌 16)、最近では海底土 17)や動物性プランクトン 17,18)においても不溶性の高濃度 137Cs 粒子の存在が報告又は

強く示唆されている。アラメにおいても類似の観点から説明可能と考えられる。なお、137Cs 値が高濃度を

示した試料において、原因となる 137Cs粒子が 1個又は少数であれば試料の 137Cs濃度が不均一であるため、

放射能測定値も正確ではないが値の大小の比較は可能である。以上のことから、海藻中 137Csの放射能測定

とデータ評価の際には大きな注意が必要であることがわかった。アラメ葉部の 137Cs 濃度の分布差の原因は
137Cs の偏在に基づくものと推定されるが、詳細なメカニズム等については今後の研究が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 137Cs 濃度分布検討用同一灰試料の分割方法 

試料：2017 年 11 月 14 日の採取場所 c におけるアラメ葉部 

1次分割灰試料 灰重量（g） ２次分割灰試料 灰重量（g） ３次分割灰試料 灰重量（g）

A 54.26 A-a 12.06
A-b 14.86
A-c 13.39
A-d 13.35 A-d-a 3.29

A-d-b 3.92
A-d-c 2.94
A-d-d 3.12

B 54.25

C 54.26

図 5 採取場所 c における 2017 年 11

月 14 日のアラメ葉部灰 1 次分

割試料 A-C 間の(ⅰ) 137Cs と

(ⅱ) 40K 濃度の比較（単位生重

量当りの Bq 数に換算）. 
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3.3 アラメ葉部における 137Cs と 40K 濃度の経時変動及び濃縮係数 

図 7 は（A）場所 a-c における 2011-2017 年初期までのアラメ葉部（灰化法）と（B）場所 c における海

水中 137Cs 濃度の経時変動を示す。これらの図によると、2012 年末頃までは FDNPP 事故由来の 137Cs の影響

によって値が高めであったが、2013 年以降は濃度が低下して大体一定に近い値となった。アラメの 137Cs 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 場所 c における 2017 年 11 月 14 日のアラメ葉部灰試料の分割段階別 137Cs 濃度（mBq 単位）. 

      (ⅰ):1 次分割灰試料, (ⅱ):2 次分割灰試料, (ⅲ):3 次分割灰試料.  

図 8 (A) 場所 a-c におけるアラメ葉部中灰化

法 40K濃度及び(B)場所 c における海水

中 40K 濃度. (B)の直線は平均値. (A)の

灰色太線は時期毎の地点間平均値. 誤

差は計数誤差. 

 

図 7 (A) 場所 a-c におけるアラメ葉部中灰化法 137Cs

濃度及び(B)場所 c における海水中 137Cs 濃度. 

直線は値がほぼ一定になってからの c におけ

る平均値. 誤差は計数誤差. (A)の a におけるデ

ータは図 1 の灰化法によるデータと同じ. 
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濃度は変動が大きく、また海水では計数誤差も大きいため、季節変動傾向は不明瞭であった。一方、図 8 は、

同じ期間と試料に対する 40K の濃度変動を示す。 (A)がアラメ、(B）が海水についての値を表す。アラメ葉

部の 40Kには季節的変動の傾向が認められ、概ね秋から冬にかけて値が高めであり、また場所によっても少

し傾向が異なった。海水の 40K 濃度には多少の変動がみられたが、概ね一定値を示した。 

海水中でアラメによる放射性核種の取込・離脱が平衡にあれば、濃度比（アラメ中濃度/海水中濃度）か

らアラメに対する海水からの濃縮係数を求めることができる。図 7 と図 8 の図中に示した濃度安定期間の

値を用いて算出した結果を次に示す。表 5は 137Cs、また表 6は 40K についての、場所 cにおける結果を示し、

どちらの核種についても約 30 程度であった。アラメについての過去の文献値は、137Cs 又は Cs に関して記

載があり、それぞれ 24-51 19)（福岡県内）及び 38 20)（宮城県内）で、本研究の結果と同程度であった。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅳ まとめ 

 

宮城県で、FDNPP 事故後の 2011-2017 年初期の期間について、褐藻のアラメ中の 137Cs と天然の 40K濃度の

部位間差と経時変動を調べた。2012 年の 8月と 11月の牡鹿半島西方及び 2012年 11 月の牡鹿半島北方にお

いて、アラメの茎中の 137Cs 濃度は葉部に比べて約 10倍程度高く、顕著な部位間差が認められた。40K につ

いては大きな部位間差はみられなかった。アラメ葉部を混合した試料内でも、まれに 137Cs濃度の顕著な不

均一が認められた。一方、アラメ葉部中の放射性核種濃度の経時変動を調べたところ、137Cs には明瞭な季

節変動は認められなかったが、40K については季節変動が認められた。今後の課題として、海藻中の 137Cs

濃度不均一と不溶性高濃度 137Cs 粒子との関連や季節変動のメカニズムについて更に調べる必要がある。 
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Body Distribution and Temporal Trends of 
137

Cs and 
40

K Radioactivity in a Brown 

Alga, Arame, following the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident
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Body distribution of 
137

Cs and 
40

K radioactivity in a brown alga, arame (Eisenia bicyclis) and also temporal trends of 

the 
137

Cs activities in the laminae were investigated in Miyagi Pref., Japan, following the Fukushima Daiichi Nuclear 

Power Plant (FDNPP) Accident on March 11, 2011. In the western and northern areas of the Oshika peninsula in 

August and November 2012, remarkable inter-tissue differences in 
137

Cs activities in arame were observed. The 
137

Cs 

activities in the stipes of the arame were an order of magnitude higher than those in the laminae. On the other hand, 

there was not much difference between stipes and laminae in 
40

K. No clear seasonal fluctuations in 
137

Cs activity of 

laminae of arame were found in the early 2011 to 2017, although seasonal fluctuations were observed in 
40

K. 

Remarkable heterogeneity of 
137 

Cs concentration was occasionally observed in a mixed laminae sample collected 

from one place. The reason may be explained by 
137

Cs-enriched particles released from the FDNPP Accident.  
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Ⅲ 技術報告



指標線量率設定値の変更について 

木村幸由，石幡茜，木村昭裕，伊藤節男，髙橋正人，安藤孝志   

 

女川原子力発電所周辺のモニタリングステーションにおいて，当県では上方からの

放射性物質に対する感度を高めるために NaI(Tl)シンチレーション検出器の下方を鉛

で遮へいしていたが，東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故由来の Cs-137 及び

Cs-134 の寄与量評価等のため平成 28 年 6 月に鉛遮へいを取り外した。それに伴い，

人工放射線の推定寄与量を示す指標線量率のスクリーニングレベルである設定値を，

暫定的に 4nGy/h としたところである。その後，鉛遮へい取り外しから約１年経過し

測定データが蓄積されてきたことから，指標線量率の設定値の見直しを行った。 

 

Ⅰ はじめに 

 

宮城県では，従来，女川原子力発電所周辺のモニタリングステーション（以下「MS」と

いう。）において，大地や局舎建屋からの自然放射線の影響を少なくし，上方の人工放射性

物質に対する感度を高めるため１，２），NaI(Tl)シンチレーション検出器（以下「NaI 検出器」

という。）の下方立体角２πを鉛で遮へいしていた。原子力施設立地道府県のうち，鉛遮へ

いをしているのは宮城県のみであり，他県等との線量率の比較が困難であった。また，東

京電力（株）福島第一原子力発電所事故由来の Cs-137 及び Cs-134 の寄与量評価も困難で

あったことから，平成 28 年 6 月に鉛遮へいを取り外した。それに伴い，指標線量率を用い

た環境監視では，暫定的設定値を４nGy/h として運用することにした３）。その後，鉛遮へい

取り外しから約１年経過し，測定データが蓄積されてきたことから指標線量率の設定値の

見直しを行った。 

なお，指標線量率とは，図１に示すように空間γ線スペクトル（以下「スペクトル」と

いう。）をレスポンスマトリクス法４）で処理して得られるγ線線量率（RM 線量率）から天

然放射性核種寄与分（推定バックグラウンド線量率。以下「推定 BG 線量率」という。）を

差し引いて得られる値で，人工γ線の影響を示す指標である５，６）。当県においては，指標

線量率の設定値を超過した場合には，直ちに担当者の携帯電話へ自動通報され，スペクト

ルの確認を行うなどの詳細調査を実施することにしている。 

宮城県環境放射線監視センター年報 第 3 巻（2017） 

技術報告 
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Ⅱ 検討の方法 

  

鉛遮へいを取り外した後の NaI 検出器による空間γ線線量率（以下，「NaI 線量率」とい

う。）と指標線量率の測定結果を整理した。その後，鉛遮へい取り外し前後の指標線量率の

標準偏差を算出し，両者を比較することで適切な設定値を求めた。 

 

Ⅲ 結果及び考察 

 

１ 鉛遮へい取り外し前後 NaI 線量率と指標線量率の測定結果 

 まず，鉛遮へい取り外し前後の NaI 線量率を比較した。参考として，図２に女川局にお

ける鉛遮へい取り外し前後の NaI 線量率の測定結果を示す。NaI 線量率は鉛遮へい取り外

し後 20～30 nGy/h 程度上昇し，それに伴い指標線量率のばらつきも増加したことが分かる。 

図１ 指標線量率の算出方法 
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図２ 鉛遮へい取外し前後の線量率比較 

  

 そこで，鉛遮へい取り外し前後の各測定局における指標線量率の標準偏差を算出した。

その結果を，表１に示す。どの測定局においても女川局と同様に，鉛遮へいを取り外した

後は，指標線量率の標準偏差がともに上昇していたことが分かる。 

 

表１ 鉛遮へい取り外し前後の指標線量率の標準偏差と NaI 線量率の平均値 

 

 

さらに，各測定局における鉛遮へい取り外し後 NaI 線量率の平均値と指標線量率の標準

偏差の関係を調査したところ，図３に示すような線形関係にあることが判明した。 
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図３ NaI 線量率の平均値と指標線量率の標準偏差の関係 

 

２ 指標線量率の設定値の検討 

鉛遮へいを取り外す前の指標線量率の設定値は２nGy/h であった。この設定値は，人工

放射線照射試験を行った結果，指標線量率の定量限界は１～２nGy/hの範囲にあったため，

指示値の信頼性を重視し２nGy/h に設定したものである５）。当該設定値を採用したのは平成

１４年度からであるため，前年度である平成１３年度の指標線量率の標準偏差の平均値を

算出した。その結果，表２に示すとおり平成１３年度の標準偏差の平均値は 0.27 nGy/h で

あった。設定値２nGy/h は当該値の 7.4 倍であることから，表３に示すとおり，各局の鉛遮

へいを取り外した後の標準偏差の平均値を 7.4 倍した値を，仮の設定値とした。   

なお，指標線量率の標準偏差は NaI 線量率に相関するため，従来のような一律の設定値

とはせず，局毎に設定値を算出した。この場合において，前網局は暫定値である４nGy/h

を超えることから，暫定値４nGy/h を継続することにした。 

 

表２ 平成１３年度の指標線量率の標準偏差と指標線量率の設定値 

 

 

次に，指標線量率の適切なスクリーニングレベルを決定するため，表３のとおりの指標

線量率の設定値にした場合の指標線量率超過数を算出した。鉛遮へいを取り外した後の仮

設定値における指標線量率超過数の試算結果を表４に示すが，鉛遮へいを取り外してから

平成２９年１２月までの約１年間での超過数は３個となった。鉛遮へいを取り外す前の設

定値の超過数は年平均 4.1 個であったため，従来と同程度の超過数が見込まれ，鉛遮へいを

取り外す前と同程度の水準で監視を行うことが可能になると考えられる。 
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表３ 鉛遮へいを取り外した後の指標線量率の標準偏差と指標線量率の設定値 

 

 

表４ 仮設定値における指標線量率超過数 

 

 

Ⅳ まとめ 

 

今回，MS における鉛遮へい取り外しから約１年経過し，測定データが蓄積されてきたこ

とから指標線量率の設定値の見直しを行った。指標線量率の標準偏差は NaI 線量率と線形

的関係にあることが判明したため，見直しにあたっては従来のような一律の設定値とはせ

ず，局毎に「鉛遮へいを取り外した後の指標線量率の標準偏差を 7.4 倍した値」として設定

値を算出した。ただし，暫定値である４nGy/h を超えた前網局は，暫定値４nGy/h を継続

することにした。本設定値では，約１年間の超過数が３個であり，鉛遮へいを取り外す前

の設定値の超過数と同程度であることから，当該設定値を採用することで鉛遮へいを取り

外す前と同程度の水準で監視を行うことが可能になると考えられる。 

 今後，指標線量率の精度向上のために計算方法の見直し等を行った際には，改めて設定

値を検討する。 

 

Ⅴ 参考文献 

1) 文部科学省，放射能測定法シリーズ１７ 

2) 森内茂，スペクトル加重関数方式による環境γ線線量測定器に関する研究，JAERI-M 

7066，1977 

3) 石幡茜ほか，宮城県環境放射線監視センター年報，第 2 巻，p.20-26(2016) 

4) 湊 進，名古屋工業技術試験所報告，27，p.384-397(1978) 

5) 今野達矢ほか，宮城県原子力センター年報，第 19 巻，p.46-52(2001) 
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新たな指標海産物の検討状況について 

小笠原一孝，高群富貴，石川陽一，髙橋正人，安藤孝志 

 

女川原子力発電所環境放射能及び温排水測定基本計画等に基づき，従来からアラメを指

標海産物として位置づけて放射能を測定してきたが，東日本大震災後に磯焼けが牡鹿半島

においても進行し，近い将来アラメの採取が困難となることが懸念された。この状況に鑑

み，代替試料としてエゾノネジモクの試験採取及び放射能測定を行ったところ，指標海産

物としての適合性が示唆された。  

 

Ⅰ はじめに 

 

 宮城県及び東北電力株式会社（以下，東北電力）では，女川原子力発電所環境放射能及

び温排水測定基本計画等に基づき，従来から年 4 回アラメを採取し、放射能濃度を測定し

てきた。原子力発電所周辺の動植物調査は放射能漏洩の有無を判断する上で重要なもので

あり，特にアラメについては，放射性ヨウ素の検知が期待されていることから，その重要

性は高い。 

 しかし，東日本大震災時の津波の影響によって海域の状況が安定していない上，ウニの

大量発生による食害で，いわゆる磯焼けが牡鹿半島においても進行し，アラメが以前ほど

生息していない状況である。このため，現在も辛うじて採取は出来ているものの，個体は

以前よりも痩せており，近い将来採取が困難となることが懸念された。 

 この状況に鑑み，2017 年 3 月に学識経験者の意見を聴取するなど，各種の検討を行った

ところ，牡鹿半島東側はアラメよりもホンダワラ類が優占種であり，その中でもホンダワ

ラ属のエゾノネジモク 1),2)が広域的に分布しているため，採取対象として好適であると考え

られた。そこで，宮城県及び東北電力では，アラメの放射能測定と並行して，エゾノネジ

モクの試験採取及び測定を行い，指標海産物としての適合性を検討した。 

 

Ⅱ 採取の検討 

 

１ エゾノネジモクの生態 

 エゾノネジモクは，褐藻類ヒバマタ目ホンダワラ科ホンダワラ属の海藻であり，太平洋

沿岸では北海道函館から宮城県牡鹿半島，日本海沿岸では北海道留萌から長崎県五島に分

布する 2)。冬季に生長し，夏季に主枝が脱落する。一般に波当たりの強い暗礁の，水深が浅

い硬い岩の上に生育する。また，アラメと同様に概ね水深 1 メートルから 3 メートルの範

囲に存在する。 
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２ 試料の選定 

 食品とは別に，海洋放射能汚染を把握するために調べる試料を指標海産物と称している。

従来から調査しているアラメは指標海産物であり，その I-131 の濃縮係数の高さから 3)，海

水中の放射性ヨウ素の濃度変動の指標となる。I-131 は原子炉内では核燃料物質の核分裂に

より生成されるため，アラメは原子力施設からの予期しない放射性物質の漏洩検知に有用

である。 

原子力規制庁から示されている資料 4)によると，指標海産物の選定には一定の条件があり，

四半期など一定間隔で継続的に採取可能であること，放射性物質の生体濃縮の速度や度合

いが大きいこと，監視対象の地域で容易に採取できることが挙げられている。具体例とし

ては，ホンダワラ，カジメ等がある。宮城県では現状，海藻としてアラメ，貝類としてム

ラサキイガイを選定している。 

 これらの選定条件をもとにエゾノネジモクを検討対象とした理由は，牡鹿半島において

はアラメよりもホンダワラ属の方が優占種であること，他のホンダワラ属（アカモク等）

と比較して通年採取可能であり，アラメと比較して魚介類による食害の影響が小さいなど

の特徴による。また，エゾノネジモクの付着器には、複数の茎が密集している。この外見

は他のホンダワラ属と明らかに異なるものであり，現場での同定が容易であることも対象

にした理由の一つである。さらに，エゾノネジモクは褐藻類であり，一般的に褐藻類はヨ

ウ素を濃縮しやすい 5)と言われ，海水中の放射性ヨウ素の濃度変動の指標として期待される。 

また，他道府県の採取状況を確認したところ，エゾノネジモクに限定して調査している

道府県は無いが，9 道府県でホンダワラ属を調査しており，そのうち 4 県で福島第一原発事

故後に I-131 の検出例がみられた 6)～10)。 

 

３ 採取地点の検討 

 採取方針として，従来

アラメを採取している

地点を調査し，生育が認

められない場合は他地

点を検討することとし

た。調査の結果，牡鹿半

島西側の宮戸では生育

が確認できず，小竹
こ た け

浜
はま

で

採取可能であった。同様

に牡鹿半島南側の鮎川

清崎でも生育しておら

ず，鮎川黒崎で採取可能であった。周辺海域（出島）では波の高い日が続き採取不可であ

ったが，2018 年 2 月に調査を実施し生育していることを確認した。他の地点ではアラメと

図１ 採取地点図 
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同じ地点で採取が可能であった。 

 

Ⅲ 測定結果 

 

１ 放射能濃度 

 2017 年 7 月～2018 年 2 月の間に行った試験測定の結果を表１に示す。採取地点は周辺

海域（出島）を除いた 5 地点，総試料数は 9 検体であった。 

 I-131 は全ての試料において検出されなかったが，2018 年 2 月の放水口付近の 1 試料に

僅かなピークが見られた。また，Cs-137 は不検出（以下 ND）～0.56 Bq/kg 生の範囲で検

出され，アラメの測定値範囲と同程度であった。その他の対象核種（Mn-54，Co-58，Fe-59，

Co-60，Cs-134）は全ての試料において検出されなかった。 

 

表１ 放射能濃度測定結果 

単位：Bq/kg 生 

 

(注) カッコ（ ）内の値は、検出下限値未満であるが、スペクトルに光電ピークが存在する場合の検出下限値を示す。 

 

２ 濃縮係数 

 Cs-137 と K-40 の濃縮係数 11)（ = 海

藻中の含有濃度 / 海水の含有濃度）の比

較を表２に示す。 

 2 核種の比較であるが，アラメとエゾノ

採取地点

試料名

採取月日 2017.5.18 2017.11.7 2017.7.31 2017.11.20 2018.2.8 2017.5.11 2017.11.14 2017.8.10 2017.11.29

Cs-137 ND (0.10) 0.098±0.014 0.14±0.04 ND ND ND 0.20±0.04 (0.084)

I-131 ND ND ND ND (0.11) ND ND ND ND

K-40 319±2 361±2 180.2±0.9 257±2 275±2 236±2 367±2 274±3 291±2

採取地点

試料名

採取月日 2017.5.11 2017.11.14 2017.12.7 2017.6.9 2017.11.15 2017.8.28 2017.11.15

Cs-137 0.25±0.03 0.17±0.04 0.13±0.03 ND 0.098±0.018 0.098±0.018 (0.071)

I-131 (0.14) ND ND ND ND ND ND

K-40 364±2 422±2 274±2 394±2 354±2 281±1 278±1

採取地点

試料名

採取月日 2017.5.22 2017.5.18 2017.11.13 2017.11.13

Cs-137 (0.057) 0.070±0.016 0.14±0.02 0.56±0.02

I-131 ND ND ND ND

K-40 290±1 344±1 385±2 266±1

アラメ

牡鹿半島北側(十三浜)

アラメ エゾノネジモク

放水口付近

エゾノネジモク

前面海域（山王島）

アラメ エゾノネジモク

周辺海域（出島）

アラメ エゾノネジモク

牡鹿半島南側（鮎川：清崎） 牡鹿半島南側（鮎川：黒崎）

アラメ エゾノネジモク

牡鹿半島西側（宮戸） 牡鹿半島西側（小竹浜）

アラメ エゾノネジモク

核種 アラメ エゾノネジモク 

Cs-137 
30 12)  

24～51 14)  

6313) 

20～29 14) 

K-40 30 15) 24 13)  

表２ 濃縮係数の比較 
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ネジモクの濃縮係数は同程度であった。 

 

Ⅳ まとめと今後の予定 

 

 以上の結果から，エゾノネジモクの新たな指標海産物としての適合性が示唆された。 

 今後，アラメと同様に四半期ごとに採取し，安定的な採取の可否及び放射能濃度を確認

する。また，エゾノネジモクは褐藻類であるが，一般的に褐藻類はヨウ素を濃縮しやすい

5)ため，安定ヨウ素等の元素濃度を測定し，アラメとエゾノネジモク間の濃縮係数を比較し，

アラメに代わる新たな指標海産物としてのより詳細な適合性を検証する予定である。 
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ICP 発光分析における内標準法を用いた試料調製について 

 

                                         伊藤節男 

 

当センターでは 2015年度から放射性ストロンチウム分析の一環として，ＩＣＰ発光分析装置(サーモフィッ

シャー ICP-OES 7400)を使用した環境試料中の金属(主に Sr,Ca)の分析を行っている。 

この ICP-OESを用いた分析については，物理干渉やイオン化干渉がたびたび影響を及ぼすことが報告されて

いる。当センターでは，これまでイオン化干渉抑制剤及び物理干渉抑制のための内標準元素について検討した。

その後の検討でも未解決の問題はあるが，成果を踏まえた実用的な方法を紹介したい。この方法は，干渉を除

去しきれない測定試料の場合に実施する標準添加法でも大幅な省力化が可能であると考えている。 

 

Ⅰ はじめに 

内標準法は物理干渉の補正に大変有用であるが，対象溶液中の濃度は正確に調製する必要がある。その 

ため通常の調製方法では母溶液を正確に一定量メスフラスコに採取し，内標準液も正確に一定量をそのメス

フラスコに添加し，純水で正確にメスアップする。 

この方法の問題点は，多数検体の場合に相当の労力を要することであり，また，標準添加法を行う場合は，

その労力が，さらに 3 倍～4 倍に増加する。 

そういった問題点を解決するため，今回 ICP-OESの多元素・多波長の同時測定機能を活用して正確な結果

が期待でき，かつ，簡易な試料調製方法を検討したので紹介する。 

 

Ⅱ 測定手順 

1.  内標準液(イオン化干渉抑制剤を含む)の調製 

2.  測定対象溶液(灰化試料を塩酸で抽出し 0.45μmメンブレンで濾過し定量にしたもの。)を，いくつか 

の希釈倍率で正確に希釈したものを用意する。ここでは，ホールピペットとメスフラスコを用いる。 

3. 15mlねじ口試験管(ポリプロピレン製)に対象溶液を正確に，例えば 1.0 mlを採取する。 

4.  内標準液を正確に 1.0ml 加える。 

5.  純水を約 9ml(正確でなくてもよい)加え撹拌混合する。 

6.  ICP-OES を用いて内標準法で測定する。 

7.  同様に標準試料(Ca,Sr,Mg各 50.0mg/Lの濃度に調製)を正確に分取して調製した標準溶液を内標準法で

測定し検量線を作成し，濃度を算定する。 

算定した濃度に対象溶液の希釈倍率を乗ずることで母溶液の濃度が算定できる。 

標準添加法では，対象溶液に標準試料を正確かつ段階的に添加・調製し内標準法で測定する。 

 

Ⅲ 改善提案 

ここで，問題になるのが試料を正確かつ手軽に量れるかということだが，これは Gilson 社のマイクロマン

(登録商標，以下同じ)というマイクロピペットの使用で解決できる。 

これは，ポジティブディスプレースメント(チップ内にピストンを内蔵している)方式を採用していて，メー

カーの説明書にも正確性・繰り返し再現性が記載されている。 
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表　　マイクロマンでの設定値と採取量の関係

イオン交換水 カキ分解液
設定値＝1.000mL 設定値＝0.500mL 設定値＝0.200mL 設定値＝1.000mL

回数 重量(g) 容量(ml)*1 重量(g) 容量(ml)*1 重量(g) 容量(ml)*1 重量(g) 容量(ml)*2

1 0.9857 0.9876 0.4919 0.4928 0.1947 0.1951 1.0081 0.9903
2 0.9874 0.9893 0.4924 0.4933 0.1960 0.1964 1.0077 0.9899
3 0.9869 0.9888 0.4937 0.4946 0.1944 0.1948 1.0076 0.9898
4 0.9862 0.9881 0.4927 0.4936 0.1955 0.1959 1.0091 0.9913
5 0.9851 0.9870 0.4936 0.4945 0.1949 0.1953 1.0081 0.9903
6 0.9853 0.9872 0.4933 0.4942 0.1946 0.1950 1.0090 0.9912
7 0.9866 0.9885 0.4933 0.4942 0.1953 0.1957 1.0093 0.9915
8 0.9861 0.9880 0.4927 0.4936 0.1949 0.1953 1.0084 0.9906
9 0.9862 0.9881 0.4917 0.4926 0.1944 0.1948 1.0097 0.9919

10 0.9845 0.9864 0.4918 0.4927 0.1958 0.1962 1.0080 0.9902

最小値 0.9864 0.4926 0.1948 0.9898
平均値 0.9879 0.4937 0.1954 0.9907
最大値 0.9893 0.4946 0.1964 0.9919
標準偏差 0.0009 0.0008 0.0006 0.0007

*1 ：イオン交換水の密度（ホールピペット＋天秤で測定）＝0.99809g/ml　で換算
*2 ：カキ分解液の密度＝1.01797g/ml　で換算

イオン交換水での設定値と採取量の相関性
平均 最小 最大

0 0 0 0
0.2 0.1954 0.1948 0.1964
0.5 0.4937 0.4926 0.4946

1 0.9879 0.9864 0.9893

傾き 0.9887 0.9873 0.9899
切片 -0.0010 -0.0012 -0.0006
相関係数 1.0000 1.0000 1.0000

y = 0.9887x - 0.001
R² = 1

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

0 0.5 1 1.5

マイクロマンの設定値と分取量

横軸： 設定値/ml       縦軸： 分取量/ml

当センターでは，この正確性・繰り返し再現性を検証し，十分な繰り返し再現性を確認した。その結果を 

次の表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，ダイヤル表示と採取量に１％程度のずれが認められるが，検量線作成と測定試料分取を同一のピペッ

トで調製(当然チップは交換する)することで問題にはならない。 

この方法の採用によって，ホールピペットでの秤量，メスフラスコのメスアップの回数を大幅に低減でき，

標準添加法を行う場合でもそれほどの負担無く実施できるものと考えている。 

 

Ⅳ 測定事例 

以下に，測定試料として海藻のアラメの分解液(灰試料を塩酸抽出し 0.45μmメンブレンで濾過し定量する) 

を希釈し内標準液(当センターでは，Y 10mg/L , Yb 10mg/L , La 20mg/L の濃度で，かつ，イオン化干渉抑制

剤(CsCl)を同時に含む。)を加え標準添加法で測定した例を示す。 
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Ca396-Ra/La Sr421-Ra/La Mg280-Ra/La

添加量 純水 アラメ×100 純水 アラメ×10 純水 アラメ×100

0 0.151 233.620 -0.025 76.089 0.024 21.507
2.5 65.790 296.324 52.543 130.294 20.186 42.481

5 132.511 364.922 105.991 183.827 40.836 64.110
10 262.424 489.990 212.376 285.697 82.162 106.046

傾き 26.239 25.720 21.256 20.932 8.224 8.463
切片 0.424 233.688 -0.275 77.397 -0.176 21.509
相関係数 1.0000 0.9997 1.0000 0.9997 1.0000 1.0000

y = 25.72x + 233.69
R² = 0.9997

y = 26.239x + 0.4238
R² = 1

0

100

200

300

400

500

600

0 5 10

Ca 396nm /La333

Ca396-Ra/La 純水 Ca396-Ra/La アラメ×100

y = 8.4632x + 21.509
R² = 1

y = 8.2236x - 0.1762
R² = 1

0

50

100

150

0 5 10

Mg280nm /La333

Mg280-Ra/La  純水 Mg280-Ra/La  アラメ×100

y = 21.256x - 0.2746
R² = 1

y = 20.932x + 77.397
R² = 0.9997

0

50

100

150

200

250

300

350

0 5 10

Sr421nm /La333

Sr421-Ra/La 純水 Sr421-Ra/La アラメ×10

測定試料等 

標準試料：    Ca,Sr,Mg 各 50.0mg/L(混合液として調製する)  

 内標準液： Y10 mg/L, Yb10 mg/L, La20mg/L, 0.8M CsCl (混合液として調製する) 

測定試料 1 標準試料 (0 , 0.5 , 1.0 , 2.0 ml ) ＋ 純水 

測定試料 2  アラメ分解液 10 倍希釈 1.0ml ＋ 標準試料 (0, 0.5, 1.0, 2.0ml) ＋ 純水 

測定試料 3  アラメ分解液 100倍希釈 1.0ml ＋ 標準試料 (0, 0.5, 1.0, 2.0ml) ＋ 純水 

 全測定試料に内標準液を 1.0ml 添加した。 

 この条件では，標準添加に際しての増分が，Ca,Sr,Mg とも 0～10mg/L となる。 

 

Ⅳ-2 結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なお，測定は放射方向で，強度比として， 

内標準 La 333.749nmでの発光強度に対する 

Ca 396.847nm , Sr 421.552nm , Mg 280.270nm 

での発光強度の比を使用した。 

 

Ⅴ まとめ 

いずれの図でも直線性が良好であることから， 

本提案の有用性が示されている。 

 ただし，イオン化干渉抑制剤を用いても，干渉を完全に除去することが達成できていない。 

 このことは，引き続き今後の検討課題にしたい。 
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福島第一原発事故後の空間ガンマ線量率の経時変動 

安藤孝志，石川陽一，木村昭裕，髙橋正人 

 

２０１１年３月の福島第一原発事故後，全国的なモニタリング体制を整備するために環

境放射能水準調査として県内７か所に設置したモニタリングポストにおける空間ガンマ線

量率の推移をまとめたところ，ほとんどの地点で同事故由来による放射性物質の影響がみ

られたが，石巻市内に設置したモニタリングポストでは，その影響はほとんどみられなか

った。これは，設置した地点が東日本大震災による津波で冠水したことから，放射性物質

の地面への蓄積がほとんどなかったためと考えられた。 

また，ガンマ線スペクトルから推定した放射性セシウム寄与量の推移は，計算値より速

いペースで低減していた。これは，ウエザリング効果の影響であると考えられた。 

 

Ⅰ はじめに 

 ２０１１年８月２日，モニタリング調整会議決定の「総合モニタリング計画」において，

東京電力㈱福島第一原子力発電所事故（以下「福島第一原発事故」）を受け，空間ガンマ線

量率や土壌等の放射能調査体制の強化を図るため，都道府県に各１基設置されているモニ

タリングポスト（以下「ＭＰ」）を約２５０基増設するという方針が示された 1）。その計画

を受け，宮城県においても，従来，仙台市内１か所に設置していたＭＰを，２０１２年３

月末までに県内７か所に増設し，空間ガンマ線量率を連続測定している。 

ＭＰ増設後，６年が経過したことから，これまでの測定結果の時系列を整理し，その傾

向の解析を行ったので報告する。 

 

Ⅱ 方 法 

 ＭＰの設置地点は，図１に示す７地点である。 

また，測定機器の仕様等については，以下に示すとおりである。 

１ 測 定 器 環境放射線モニタ（温度補償型２”φ×２”NaI(Tl)シンチレーション検

出器，日立アロカメディカル(株)製 MAR-22） 

２ 測 定 高 地上高１ｍ 

３ データ転送 県内７か所の測定データは，宮城県環境放射線監視センター（以下「監視

センター」）内に設置しているサーバーで収集し，日本分析センター内に設

置している収集サーバーへ転送している。その結果は，原子力規制委員会の

ホームページ 2）上でリアルタイムに公開されている。 

４ 伝 送 頻 度 １０分値平均値を１０分毎に伝送 

空間ガンマ線量率の解析は，原子力規制委員会のホームページ 2）から１０分値をダウン

ロードし，月平均値等を算出して解析に用いた。 

また，ガンマ線スペクトルの解析は，メモリ媒体で収集したガンマ線スペクトルを放射
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線地学研究所製スペクトル解析ソフトウェア SUCSF-K3）を用いて行い，Cs-137及び Cs-134

等の寄与分を算出した。 

 

 

Ⅲ 結果及び考察 

 各ＭＰにおける２０１２年４月から２０１８年３月までの月平均値の推移を図２に示す。

石巻合同庁舎（以下「合庁」）及び監視センターを除く地点では，福島第一原発事故の影響

による空間ガンマ線量率の上昇が大きく，その後徐々に低下する傾向が見られた。 

一方，石巻合庁（図３）及び監視センターでは，空間ガンマ線量率の変動がほとんどみ

られなかった。石巻合庁は，東日本大震災の津波に伴い敷地全体が冠水 4）したことから（図

４），福島第一原発事故由来の放射性物質が地面にほとんど蓄積しなかったためと考えられ

た。 

また，監視センターは，２０１５年３月に新たに宮城県保健環境センター敷地内に建設

したもので，建設工事に伴い敷地表面のはぎ取り等が行われたことにより，福島第一原発

事故の影響がほとんどないと考えられた。 

降雨による空間ガンマ線量率の上昇がない２０１２年４月８日及び２０１６年１２月３

日の１１時から１２時までの積算ガンマ線スペクトルの解析による各地点の Cs-137 及び

Cs-134 の寄与量（以下「Cs-137 等寄与量」）を表１に示す。石巻合庁及び監視センターを

除く５地点では，２０１２年４月８日の推定バックグラウンドと Cs-137等寄与量との比は，

０．９０～２．２１で，高い値を示していた。一方，石巻合庁では，０．３８と低い値で

あった。 

２０１２年４月８日と２０１６年１２月３日の Cs-137等寄与量を比較すると，監視セン

ターを除く６地点で，Cs-137 等寄与量は約６０％低下していた。物理学的半減期から計算

した値では，約３９％の低下となることから，降水による流出及び地中へ浸透等のウエザ

リング効果 5）により計算値よりも大きい低下率となったものと考えられた。 

 

図１ モニタリングポスト設置地点 
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図３ 石巻合庁モニタリングポスト            図４ 石巻合庁冠水状況 4） 

表１ 各モニタリングポストにおける Cs-137,134寄与量等＊ 

 

＊スペクトル解析による線量率は，ガンマ線入射方向等補正後の値(1.34 倍) 6） 

 

２０１２年４月８日の空間ガンマ線量率であまり差のない大崎合庁と石巻合庁のガンマ

線スペクトルを図５に示す。大崎合庁のガンマ線スペクトルでは，Cs-137及び Cs-134の大
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図２ モニタリングポスト測定値の推移(月平均値) 
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きなピークが確認でき，その寄与量が大きいことがわかる。一方，石巻合庁のガンマ線ス

ペクトルでは，Cs-137及び Cs-134のピークはさほど大きくはなく，他の部分のカウント数

が多いことから，天然放射性核種の影響が大きいと考えられた。 

 

Ⅳ まとめ 

 ＭＰは，福島第一原発事故前は，仙台市内１か所のみであり，県内全域の空間ガンマ線

量率を把握することは難しかったが，同事故後，７か所に増設することにより，県内全域

の空間ガンマ線量率レベルの傾向を把握することが容易になったと考えられる。 

 仙台市内以外では，同事故以前の空間ガンマ線量率の測定データはないが，同事故後に

測定したガンマ線スペクトルから Cs-137 及び Cs-134 の寄与量等を算出することが可能で

あり，石巻合庁及び監視センターを除く５地点では，２０１２年４月８日における Cs-137

等寄与量が推定バックグラウンド値と同等かそれ以上の値を示しており，県内全域へ同事

故の影響があったことを確認することができた。また，Cs-137 等寄与量は，監視センター

を除く７地点で，ウエザリング効果により物理学的半減期よりも早いペースで低下してい

た。 

 なお，本報告は，原子力規制庁から受託して実施している「環境放射能水準調査」のデ

ータを活用してとりまとめたものである。 
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NaI(Tl)検出器による空間ガンマ線スペクトルの解析に基づく 

放射性セシウム寄与の変動 

                   石川陽一、木村昭裕、髙橋正人、安藤孝志 

 

福島第一原発事故後の2012年4月-2018年4月に宮城県北部でNaI(Tl)検出器により測定さ

れた空間ガンマ線スペクトルをレスポンスマトリクス法で処理し、事故由来放射性セシ

ウム（Cs-134、Cs-137）起因ガンマ線の線束密度と線量率を分離評価した。セシウム寄

与線量率に対する周辺環境の違いや積雪の有無、ウェザリングなどによる影響を検討し

た。Cs-134とCs-137の全線量率の減衰率から、物理学的半減期を考慮後のセシウムのウ

ェザリング半減期は、周辺が土壌の場合約15-23年、舗装面の場合約7-8年と算出された。

周辺が土壌の場合のCs-134,137一次ガンマ線（直接線）から求めた同半減期は約11-12

年であり全線量率より短かった。セシウムの線量ビルドアップファクターが経年増加傾

向を示したことと合わせ考えると、セシウムの土壌中への浸透が示唆された。 

 

Ⅰ はじめに 

 

福島県の北隣に位置する宮城県は、2011 年 3 月の東京電力福島第一原発事故起因の放射性物質に

よって広域汚染を受けたが、それから数年以上が経過して放射線・放射能による影響はかなり落ち着

いてきている。しかし、当初の汚染の程度が同程度であっても周辺環境によってその後の経過に違い

が出ることも予想される。また、同じ場所であっても、年数が経過することによって地表に沈着した

放射性セシウム（Cs-134,137）の水平・垂直分布が次第に変化することも報告されている 1)。宮城県

内には県や市町村設置分のほかに国設置分も含めると多数（75 カ所）の放射線測定器がある。それ

らのうち、国が設置した放射能水準調査用モニタリングポストは県広域の 7 カ所に配置されている

（主に県合同庁舎敷地内）。これらの測定設備においては、NaI(Tl)検出器が地上 1 m 高に設置されて

おり、比較的良好な環境の箇所もある。これらの測定設備では全線量率のほかにガンマ線スペクトル

も測定されているが、Cs-134,137 寄与分の線量率などを弁別評価可能なソフトウェアは整備されて

いないため、リアルタイムでは活用されていない。同事故後、湊 2)は従来の 22×22 行列を用いるレ

スポンスマトリクス（RM）法に改良を加えて 49×49 行列を用いる高分解能スペクトル解析法（以後、

単に”RM 法”という）を開発し、容易に Cs-134,137 や自然放射性核種の寄与評価が可能となった。 

本研究では、RM 法を用いた NaI(Tl)スペクトル解析によって、空間ガンマ線の放射性セシウム寄与

に対する周辺環境の違い、積雪の有無及びウェザリングなどによる影響を検討した。 

 

Ⅱ 方 法 

 

1 測定地点と周辺環境 

図 1 に測定地点の地図と測定器周囲状況の写真を示す。7 カ所のうち、本報告では比較的環境条件

のよい北部の 3 地点、a 宮城県大崎合同庁舎（以下、大崎）、b 宮城県栗原合同庁舎（以下、栗原）、

c 宮城県登米合同庁舎（以下、登米）を選び、2012 年 4 月-2018 年 4 月のデータを解析した。地点 a

は周囲が芝生面で、比較的良好な測定環境である。2017 年 11 月 21 日には測定器周囲約 2 m 以内の 4  

宮城県環境放射線監視センター年報 第 3 巻（2017） 
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地点から地表 0-6 cm までの土壌を 1 cm 厚毎に採取し、層毎に混合して Ge 半導体検出器により放射

能を測定して深度分布を求めた。b の栗原も周囲は土壌面であり、また c の登米はアスファルト舗装

面となっている。 

 

2 NaI(Tl)検出器及びスペクトルデータの選択と処理 

測定器は日立アロカ社製円筒形2”×2”NaI (Tl)検出器を使用した。10分毎に測定されているスペ

クトルデータをCFメモリにて回収し、毎月1回、非降水日の昼間の1時間分を積算して使用した（図2）。

積雪の影響を調べるため、遮蔽効果により線量率が低い時期のスペクトルデータも選択した。データ

処理には、湊が2”×2”NaI (Tl)検出器用に開発した49×49行列のレスポンスマトリクスを用いるソ

フトウェア（SUCSF2）2)を用い、自然放射性核種と放射性セシウム（Cs-134,137）起因の線束密度、線

量率及び線量ビルドアップファクター（DBF; dose buildup factor）などを求めた。なお、RM法で得

られた全線量率を従来法（G(E)関数法、以後”G(E)法”）と比較する際には補正係数を乗じる必要が

ある。湊によれば3)、低エネルギー散乱線成分が多くかつ主に水平に近い方向から均等入射する環境ガ

ンマ線の場合、軸方向から標準線源で校正する通常のG(E)法に比べると1.34倍程度低めの値を示す。

理論上はRM法の方がより正確な線量率を示すものと考えられるが、日常的なモニタリングにおいては

G(E)法が用いられているため、本報告においては2種類の方法で得られた全線量率を比較する際には、

RM法による線量率に1.34を乗じた。 

図１ 測定地点地図と測定器周囲の状況 

a (●): 宮城県大崎合同庁舎 

b (●): 宮城県栗原合同庁舎 

c (●): 宮城県登米合同庁舎 

 〇：ほかの放射能水準調査用 

モニタリングポスト（MP） 

NaI(Tl)検出器地上高：1 m 

a, b の周囲は芝生面 

c の周囲はアスファルト舗装面. 
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Ⅲ 結果及び考察 

 

1 ガンマ線線量率の変動傾向 

図 2 は 2012 年 4-12 月の大崎における G(E)法によるガンマ線線量率（a1）、気象庁アメダスによる

降水量（a2）と最深積雪（a3）のデータを例として示す。線量率グラフに矢印で示した月/日はスペ

クトル解析用のデータ選択日を示す。前述のように、非降水日の昼間の 1 時間分のスペクトルを積算

して使用した。線量率が上昇しているのはほとんどの場合降水に含まれるラドン娘核種による。冬期

の 12 月に低下しているのは積雪による遮蔽効果による。12/11 には積雪影響を調べるためにスペクト

ルデータを選択した。なお、NaI 検出器が設置されている大崎合庁は積雪量を測っているアメダス観

測所とは数 km 離れているため、必ずしもその場の積雪状況を反映していない可能性もある。同様に

して栗原と登米のデータも選択した。 

 

2 スペクトルの経年変動と積雪による変化   

図3は大崎における非積雪時（2012年から2年毎の4月）のスペクトルの経年変化を示す。右側にセシ

ウム領域の部分拡大図も示す。Cs-134のピークが速やかに減少していることがわかる。しかし、未処

理のスペクトルの観察では詳細な経年変動傾向や背景現象等を把握することが困難であるため、後述

のようにスペクトル解析を行った。図4は大崎における比較的近い時期の非積雪時（2012/12/2）と積

雪時（2013/1/16）のスペクトルを比較したものである。積雪によって、セシウム領域付近から低エネ

ルギー側の計数が顕著に低下していることがわかる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 大崎における非積雪時（2012, 2014, 2016, 2018年の4月）のスペクトルの経年変化 

図 4 大崎における非積雪時（2012/12/2）と積雪時（2013/1/16）のスペクトル比較 
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3 線束密度における経年変化と積雪の影響 

図 5 は線束密度の経年変化を示しており、非積雪時の大崎における 2012 年 12 月 2 日と約 5 年余り

後の 2018 年 3 月 19 日の全線束（a1）、自然核種線束（a2）及び Cs-134,137 線束（a3）を比較した

ものである。当然ながら自然核種線束に変化はないが、半減期が約 2 年の Cs-134 の線束は顕著に減

少している。Cs-137 も半減期が約 30 年にもかかわらずかなり減少している。これは、後述のように

当初は表面分布していた放射性セシウムが次第に地下浸透または流失等のウェザリングを受けたた

めと考えられる。図 6 は RM 法で求めた、大崎における非積雪時（2012/12/2）と積雪時（2013/1/16）

の全線束（b1）、自然核種線束（b2）及び Cs-134,137 線束の比較（b3）結果を示す。積雪により自

然核種線束は低エネルギー側で少し低くなっており、Cs-134,137 線束も顕著に低くなっていることが

わかる。 

 

4 RM法による線量率と線量ビルドアップファクター（DBF）の経年変化 

図 7 は福島第一事故後の 1-7 年間の大崎と登米における RM 法と G(E)法による全線量率（a1, b1）、

Cs-134 と Cs-137 の全線量率（a2,b2）、非積雪時の DBF（a3,b3）及び積雪時の DBF（a4,b4）の経年

変動を示す。図 8 には栗原における福島第一事故後 1-5 年間の非積雪時の Cs-134 と Cs-137 の全

線量率と一次（直接線）線量率の経年変動を示す。図 7（a1, b1）のとおり、全線量率は次第に減

少し、また RM 法と G(E)法の値は割合よく一致した。Cs-134,137 線量率は縦軸を対数目盛にしてある

が、きれいな直線となり、指数関数的に減少している。また DBF は経年的に上昇傾向が認められる。

これらのことから、次に述べるように地表における放射性セシウムの挙動に関する知見が得られる。 

 

5 放射性セシウムの環境半減期とウェザリング半減期 

地表に沈着した福島第一事故由来放射性セシウムの環境半減期からウェザリング半減期を試算す

る。セシウム放射能（または線量率）を C とし、ウェザリングによる減少が時間的に指数関数であら

わされると仮定する。すると、Ｃが物理学的半減期による減衰率（壊変定数）λpとウェザリングに

よる減衰率λwの両者によって減衰するので、これらの関係は次の（1）式の微分方程式で表される。 

 

 

λe=λp+λwと置くとλeは環境半減期（見かけの半減期）による減衰率を表す。微分方程式を解いてそ

れぞれの減衰率を半減期で表し変形すると、物理学的半減期Tpによる減衰を考慮した後のウェザリン

グによるセシウムの真の減衰半減期Twは次式で表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a1) (a2) 

(a3) 

図 5 非積雪時の大崎における 2012 年（12/2）と約 5 年余り後の 2018 年（3/19）の全線束（a1）、 

自然核種線束（a2）及び Cs-134,137 線束の比較（a3） 

 

C
dt

dC
wp )( λλ  (1) 
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ここで、Tw=ln2/λw 、Tp=ln2/λp及びTe=ln2/λeである。Cs-134またはCs-137のガンマ線線量率の経 

年減衰を指数関数回帰式に当てはめて見かけの半減期Teを求めると、Tp は既知であるから、（2）式か

らウェザリングによる半減期が求められる。 

表1にこのような方法で算出した環境半減期とウェザリング半減期を示す。Cs-134とCs-137の環境

挙動は同じなので値は一致すべきであるが、測定誤差等により少し異なる場合もあった。周囲が土壌

の大崎と栗原では全Cs-134,137線量率のウェザリング半減期が約15-23年と長かった。これに対して、

周囲がアスファルト舗装面の登米では物質が流失しやすいためと考えられるが約7-8年と短かった。保

坂ら4)は著者らと同様にNaI検出器による東京都内のCs-134の測定結果から、ウェザリング半減期を  

4.65-10.66年と求めているが、その値から推定すると恐らく測定器周辺が土壌面ではないものと考え

られる。一方、栗原について、Cs-134,137一次（直接線）線量率のウェザリング半減期は約11-12年で、

Cs-134,137全線量率よりも短かった。これは、次に大崎のデータで示すように、Cs-134,137が地中に

浸透し、地上に放出される一次ガンマ線に対する遮蔽効果が大きくなっていくためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 大崎における非積雪時（2012/12/2）と積雪時（2013/1/16）の全線束（b1）、 

自然核種線束（b2）及び Cs-134,137 線束の比較（b3） 
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 (2) 

表1  Cs-134とCs-137の核種別線量率の環境半減期からウェザリング半減期の算出 

減衰率 環境半減期 物理学的半減期 ウェザリング半減期

地点 核種別線量率* λe Te Tp Tw

（年-1） （年） （年） （年）

大崎 全Cs-134 0.381 1.82 2.0648 15.3

全Cs-137 0.0535 13.0 30.07 22.8

登米 全Cs-134 0.443 1.56 2.0648 6.5

全Cs-137 0.104 6.66 30.07 8.6

栗原 全Cs-134 0.380 1.82 2.0648 15.5

全Cs-137 0.0659 10.5 30.07 16.2

栗原 一次Cs-134 0.397 1.75 2.0648 11.3

一次Cs-137 0.0824 8.41 30.07 11.7
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図9は2017年11月21日に大崎のモニタリングポスト付近で採取した表層6 cmまでの土壌中Cs-137の深度

分布を示す。フォールアウト核種が土壌表面に降下した後、初期には地表で濃度が高く、深さ方向に指数

関数的に急速に減衰する分布になることが多いが1)、図9ではCs-137が表層から深さ方向に少し浸透した

分布となっている。このことはDBFが経年的に次第に上昇していく傾向とも整合性が取れている。すなわ 

図 7 福島第一事故後の 1-7年間の大崎と登米における全線量率の RM法対 G(E)法間比較（a1, b1）、Cs-134 

と Cs-137 の全線量率（a2,b2）、非積雪時の線量ビルドアップファクターDBF（a3,b3）及び積雪時 

の線量ビルドアップファクターDBF（a4,b4）. 横軸起点：2011 年 3 月 25 日（図 8 も同様）. 

(a1) 

(a2) 

(a3) 

(a4) 

(b1) 

(b2) 

(b3) 

(b4) 

2017/11/21 土壌採取 
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ち、福島第一事故によってもたらされたCs-134,137は最初は地表付近にとどまっていたが、経年的に次

第に地下に浸透し、そのためセシウムからの一次ガンマ線が検出器に達しにくく、かつ散乱線割合が多

くなるためDBFが上昇したものと解釈される。 

本報告は原子力規制庁環境放射能水準調査の成果の一部である。 

 

Ⅴ まとめ 

 

福島第一原発事故後の2012-2018年に宮城県北部でNaI(Tl)検出器により測定された空間ガンマ線ス

ペクトルをレスポンスマトリクス法で処理し、事故由来放射性セシウム（Cs-134、Cs-137）起因の線

束密度と線量率を分離評価した。セシウム寄与線量率に対する周辺環境の違いや積雪の有無、ウェザ

リングなどによる影響を検討し、幾つか有益な知見が得られた。セシウムのウェザリング半減期は、

周辺が土壌の場合約15-23年、舗装面の場合7-8年と算出された。セシウム一次ガンマ線（直接線）か

ら求めた同半減期が短かったことと線量ビルドアップファクターが経年増加傾向を示したことから、

セシウムの土壌中への浸透効果が示唆された。詳細については今後更に検討を続ける必要がある。 
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図8 福島第一事故後の1-5年間の栗原に 

おける非積雪時のCs-134とCs-137 

の全線量率と一次線量率 

図9 2017年11月21日の大崎MPにおける 

Cs-137の土壌中深度分布 

層中心重量深度：各土壌層中心から上部の 

重量（深さにほぼ比例） 
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